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1. はじめに

　最近、南海トラフの巨大地震の震源域については、2011

年東北地方太平洋沖地震を踏まえて、見直しが行われてい

る (中央防災会議, 2012)1)。この震源域には、強震動と津波

を引き起こす深部の断層面とともに、津波を増大させる浅

部の断層面も含まれている。一方、強震動を生成する断層

と津波を引き起こす断層は、従来、解析方法の違いや対象

とする周期の違いにより別々のモデルとして扱われてきた。

　そこで、本研究では、津波も強震動も断層破壊という共

通の現象の結果であるという観点で、両者の統一震源モデ

ルを考えてみた。本稿 (その 1) では 2011 年東北地方太平洋

沖地震の断層パラメータを強震動予測で用いられているア

スペリティモデルで解釈し、その解釈に基づいて想定地震

の断層パラメータの設定方法を提案した。次稿 (その 2) では

本稿 (その 1) で提案する想定地震の断層パラメータの設定方

法を南海トラフの巨大地震に適用し、既往のプレート境界

地震の断層パラメータの相似則と比較した。

2. アスペリティモデルを記述する主なパラメータ

　強震動を予測するために、現在、わが国で最も多く用い

られている断層モデルはアスペリティモデルである (地震調

査研究推進本部, 2005 など)2)。アスペリティモデルとは、応

力降下量が大きく地震波を多く放出するアスペリティと、

応力降下量が 0 でアスペリティにおける断層運動に引きづ

られて動くだけで地震波をあまり放出しない背景領域から

構成されるモデルで、主なパラメータは、断層面積 S、平均

応力降下量 、アスペリティの面積 Sasp、アスペリティの

応力降下量 asp、地震モーメント M0、短周期レベル A の

6 つである。ここに、短周期レベルとは加速度震源スペクト

ルの短周期領域における振幅レベルである。また、強震動

用の断層モデルは、地表からはやや深いところにあって応

力を蓄積できる地震発生層におかれている。

　一方、津波を予測するためには、深部のすべりだけではな

く、図 1 (Yoshida et al., 2011)3) に示したような浅部のすべり

も考える必要がある。したがって、浅部のすべりを考えると、

強震動と津波を統一的に説明するための主な断層パラメー

タとして、上述した 6 つのパラメータ以外に、浅部の断層

面積 Sshallow と平均すべり量 Dshallow、および深部の断層面

積 Sdeep と平均すべり量 Ddeep を加える必要がある。ただし、
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この場合、深部の断層面積 Sdeep は、従来の断層面積 S と同

じものである。

　図 2 に、強震動と津波を統一的に説明するための主な断

層パラメータを示す。

3. 2011 年東北地方太平洋沖地震の断層パラメータ

　東北地方太平洋沖地震の震源の大きさは南北方向の長さ L
が約 500 km、東西方向の幅 W が約 200 km (例えば、Yoshida 
et al., 2011)3) であった。したがって、断層面積 S は約 10 万

km2である。また、気象庁発表の地震モーメントM0は、4.22×
1029 dyne・cm (モーメントマグニチュード MW 9.0) である。

　一方、短周期レベル A は、佐藤 (2012)4) により A=3.51×
1027 dyne・cm/s2 と求められている。ここに、佐藤 (2012)4) は、

強震動生成領域として、応力降下量が 206 bar～398 bar の 4

つの領域を同定している。佐藤 (2012)4) による短周期レベル

は、壇・他 (2001)5) による内陸地震の式の約 2 倍である。

　深部と浅部の区分けについては、図 1 に示した Yoshida 
et al. (2011)3) の領域分けを参考に、深部と浅部の比率を

0.73:0.27 とした。したがって、深部の断層面積 Sdeep と浅部

の断層面積 Sshallow はそれぞれ、Sdeep=0.73S=73000 km2 お

よび Sshallow=0.27S=27000 km2 となる。

　さらに、Yoshida et al. (2011)3) のすべり分布から深部の平

均すべり量 Ddeep と浅部の平均すべり量 Dshallow を求めた

ところ、それぞれ、Ddeep=5.0 m、Dshallow=16.7 m となった。

したがって、その比  は =Dshallow/Ddeep=3.3 である。な

お、Yoshida et al. (2011)3) が震源インバージョンに用いた地

盤定数のうち、深部のせん断剛性率 deep は 5.2×1011 dyne/
cm2、S 波速度 deep は 4.1 km/s であり、浅部のせん断剛性

率 shallow は 3.6×1011 dyne/cm2、S 波速度 shallow は 3.6 km/
s である。

4. 強震動と津波の統一震源モデルとしてのアスペリティモデ

 ルによる東北地方太平洋沖地震の解釈

　中央防災会議 (2012)1) で示されている南海トラフの巨大地

震では、深部の断層面積と浅部の断層面積が推定されてい

ることから、この 2 つの値をもとにアスペリティモデルの

パラメータを設定する方法を図 3 のように考えた。ここに、

断層面積 S とモーメントマグニチュード MW との関係は、

宇津 (2001)6) の下式を準用した。
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図 3　強震動と津波の統一震源モデルの断層パラメータ算定手順

  (1)

　図 3 に示した断層パラメータ設定手順によると、東北地

方太平洋沖地震の平均応力降下量 は、下の円形クラック

の式 (Eshelby, 1957)7) により、=30.7 bar と求まる。

  (2)

　また、図 2 に示した主な断層パラメータのうち、平均応

力降下量 と短周期レベル A は他の断層パラメータと下の

関係がある。

  (3)
  (4)

　上式をアスペリティの面積 Sasp とアスペリティの応

力降下量 asp について解くと、アスペリティの面積は

Sasp=(42
deepS/A)2=9153 km2、アスペリティの応力降下

量は asp=[A/(42
deep)]2/[S]=335 bar となる。アスペリ

ティの応力降下量の値は、当然ながら、佐藤 (2012)4) による

強震動生成領域の応力降下量と対応している。

　一方、深部のすべり量と浅部のすべり量を求めるために、

=Dshallow/Ddeep を用いると、地震モーメント M0 は、

  (5)

図 1 2011 年東北地方太平洋沖地震のすべり分布

 (Yoshida et al., 2011)3)
図 2 強震動と津波を統一的に説明するための主な断層

 パラメータ

と表されるから、これより Ddeep=M0/(shallowSshallow+deep 
Sdeep)=5.9 mおよびDshallow=Ddeep=17.8 mとなる。この値も、

当然ながら、Yoshida et al. (2011)3) によるすべり分布から求

めた深部と浅部の平均すべり量 5.0 m および 16.7 m とほぼ

等しい。
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